
これから、政策６－１、「文・武・芸」三道鼎立の学びの場づくり　のうち、
施策（１）「知性」・「感性」を磨く学びの場づくり　及び
施策（３）魅力ある学校づくりの推進
について説明します。

お手元に施策調書を御用意して視聴をお願いします。

まず１ページを御覧ください。



本施策は、「ＩＣＴの活用などにより学習環境・教育内容を充実し、学力の
向上を図ること」や、
「教職員の資質の向上や、子どもと向き合う時間の拡充など、魅力ある学校
づくりの推進」を目標に掲げています。

これらの目標を達成するため、成果指標を設定し、施策の進捗度の管理とし
て活動指標を設定しています。



次に２ページを御覧ください。
本施策では、「これからの時代を生きるための資質・能力を育む教育の充
実」、「社会の変化や児童生徒、保護者、地域社会の多様な教育ニーズに応
える学校づくり」という視点から、
教育内容やきめ細やかな指導の充実、デジタル技術の効果的な活用、高校の
魅力化・特色化と教職員の資質向上、に取り組んでいます。



次に３ページを御覧ください
現状・課題と県の施策について、御説明します。

まず現状と対応すべき課題です。
ひとつめは、「児童生徒が自ら未来を切り拓き、それぞれの夢を実現してい
く力の育成が求められている」ことから、「「主体的・対話的で深い学び」
の実現を目指す授業改善が必要」です。

これに対し、県は「これからの時代を生きるための資質・能力を育む教育の
充実」という視点をもって、児童生徒の実態に応じたきめ細かい指導や、多
様なニーズに対応した教育内容の充実を図っています。



１、学習指導要領の改訂、について御説明します。
2017年、2018年に改訂された現行の学習指導要領では、子どもが未来社会を
切り拓くための資質・能力を育成することが重視されており、
「主体的・対話的で深い学び」（アクティブ･ラーニング）の実現を目指す授
業改善が求められています。



次に、２、生徒の学習到達度調査(PISA)の調査結果、について御説明します。

こちらは、2018年にＯＥＣＤが７９の国と地域の１５歳児を対象に実施した
調査で、
日本の生徒の学力については、数学と科学は世界トップレベルですが、
読解力については前回2015年調査よりも平均点及び順位が低下しています。

判断の根拠や理由を明確にしながら自分の考えを述べることなどについて課
題が見られることから、
先ほどの１で説明した「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善
等の推進が求められています。



日本の結果の推移等については、４ページに掲載したグラフを御参照くださ
い。



次に５ページを御覧ください。
現状と対応すべき課題の二つ目です。
新型コロナウイルス感染症の影響により、登校や外出が制限された一方で、
ＩＣＴを活用した学習環境の整備が急速に進み、その可能性や重要性がク
ローズアップされました。
ＩＣＴを効果的に活用し、学習環境や教育内容の充実につなげていくことが
求められています。

県は、「これからの時代を生きるための資質・能力を育む教育の充実」とい
う視点で、１人１台端末などのデジタル技術の活用による教育活動の充実を
図るとともに、児童生徒や教員の情報リテラシーの向上を図っています。



１、ＧＩＧＡスクール構想の進展、について説明します。

新型コロナウイルス感染症の拡大を契機として、2020年度に小中学校の１人
１台端末の整備が行われるなど、学校におけるＩＣＴ環境の整備と活用が急
速に進展しています。

2021年３月時点の調査結果では、静岡県についてはＩＣＴ機器の整備は急速
に進んだものの、教員のＩＣＴ活用指導力は微増に留まっています。



１人１台端末の活用による授業改善のイメージを掲載していますので、御参
照ください。



次に６ページを御覧ください。現状と対応すべき課題の三つ目です。

学校を取り巻く環境が複雑化・多様化する中、魅力ある学校づくりを進める
ためには、普通科改革等による高校の魅力化・特色化や、
教育の担い手である教職員の資質向上を図る必要があります。

県は、「社会の変化や児童生徒、保護者、地域社会の多様な教育ニーズに応
える学校づくり」という視点を持って、
県立高校における普通科改革や、教職員の専門性・指導力の向上を図り、魅
力ある学校づくりを推進しています。



１、高等学校における普通科改革、について説明します。

高等学校の普通科では、生徒の能力・適正や興味・関心等を踏まえた学びの
実現に課題があり、
「普通」の名称から一斉的・画一的な学びの印象を持たれやすいことが指摘
されていることから、
文部科学省の制度改正により、普通教育を主とする学科として、普通科以外
の多様な学科の設置が可能になりました。



２、これからの教員の理想的な姿、について説明します。
社会が急速に変化するとともに、先行きが不透明で予測困難な時代が到来す
る中、
変化を前向きに受け止め、継続的に新しい知識・技能を学び続けていくこと
が求められています。



次に７ページを御覧ください。
ここでは、施策に関する県と市町、民間等との役割分担について説明します。

まずは、下段に記載したイメージ図を御覧ください。

国の制度や基準、財源保障等を基に、県は高等学校や特別支援学校など県立
学校の設置、運営を、市町は小中学校の設置や運営等を行っています。
加えて、県は市町立の小中学校の教職員の給与負担や人事、研修等、また、
市町教育委員会の指導、助言等も行っています。



詳細については上段の表に記載のとおりです。

なお、政令市については、教職員の給与負担や人事、研修等も政令市が実施
しています。
また、私立学校の指導や援助については、県の知事部局が担当しています。



次に８ページを御覧ください。主な取組について、説明します。

「教育内容や、きめ細かな指導の充実」については、
全ての子どもの可能性を引き出す学びを実現するため、児童生徒の実態に応
じた、
きめ細かい指導や、多様なニーズに対応した教育内容の充実を図ります。



取組の一つめは、「教育内容の充実」です。

まず、小中学校における「学力向上推進事業」については、各市町と県の教
育委員会が連携し、
よりよい授業へ向けた授業改善ポイント等の検討や、１人１台端末の効果的
な活用についての研究等を行い、各学校の授業改善を支援しています。



学力向上推進事業の体制や流れなど詳細については、こちらの図を御参照く
ださい。



次に、９ページを御覧ください。

探究学習とは、児童生徒が自ら問いや課題を見つけ、情報を収集・整理し、
他者と議論して自分独自の答えを導き出す学習方法で、
高校では「総合的な探究の時間」などで実施されています。
８月１６日に、先進的に探究に取り組む高校の事例を共有するシンポジウム
を開催し、これを契機として活動の一層の推進を図っていく予定です。



取組の二つ目は、「多様な人材の配置・活用による、きめ細かな指導の充
実」です。

小中学校における「静岡式３５人学級編制」については、全国に先駆け、１
クラスの上限を４０人から３５人に引き下げ、きめ細かな指導の充実を図っ
ています。

なお、全国では、令和７年度までに段階的に小学校の３５人学級編制を導入
していく予定です。



少人数学級になることで、児童生徒の発言機会の増加、学習状況や心理面の
状況等の的確な把握・対応など、
学習面と生活面の双方において、児童生徒一人一人に応じた、きめ細かな指
導に繋がっています。



次に１０ページを御覧ください。

「専門人材等の活用」について、小学校においては、英語や算数、理科等を
専門に教える教員の配置により、
「小学校英語の充実」や、「小学校高学年教科担任制の推進」を図っていま
す。



また、高等学校においては、退職教員や大学生等の地域人材を活用した放課
後の学習指導などにより、生徒の学習意欲の向上と学力の定着を図っていま
す。



次に11ページを御覧ください。

次の主な取組「デジタル技術の効果的な活用」については、
１人１台端末等の活用による教育活動の充実を図るとともに、情報リテラ
シーの向上を図って参ります。

取組の一つめ、「デジタル技術の活用による授業改善」です。

小中学校における１人１台端末の活用については、昨年度中に整備が完了し、
児童生徒は端末を自ら活用し授業に取り組んでいます。
また、県内の小学校３校と中学校２校で、効果的な活用について研究を行い、
その成果を幅広く他校に広めています。



こちらは、１人１台端末を活用した授業の様子の事例です。
全員の考えの共有や共同作業・共同編集、専用アプリの活用による考察など、
様々な場面で活用されています。



次に、県立高校については、今年度の１年生から段階的に、個人が所有する
端末を活用するＢＹＯＤ方式による１人１台体制への移行を進めています。
円滑な移行に向けて、技術的なサポートを行う「ＧＩＧＡスクール運営支援
センター」の設置や、貸出し用端末の整備などを進めています。



12ページを御覧ください。

県立高校においても、端末を活用して他者の考えを共有したり、休校時にお
けるオンライン授業など、コロナ禍を契機にＩＣＴの活用が進みました。

また、学習アプリ等を活用した「個別最適な学び」や学習時間の効率化の観
点からもＩＣＴ活用を進めていきます。



取組の二つめは、「教員のＩＣＴ活用指導力の向上」です。

ＩＣＴ活用に係る研修の新設やｅラーニング研修など、教職員研修の充実に
より、教員のＩＣＴ活用指導力の向上を図っています。



13ページを御覧ください。

昨年度から、各学校から収集した電子教材や、ＩＣＴを活用した授業動画を
ポータルサイト等に掲載し、教員同士のノウハウの共有を進めています。



取組の三つめは、「情報リテラシーの向上」です。

情報モラル教育については、道徳科や技術・家庭科をはじめとする各教科等
で指導するとともに、
教職員に対しても各種の研修等を行い、指導の充実を図っています。



こちらは、県が作成している「人権教育の手引き」に掲載した、インター
ネット上の誹謗中傷の防止をテーマとした指導例です。



14ページを御覧ください。

次に「ネット依存対策」として、ネット依存度判定システムを活用したセル
フチェックの促進や、自然体験回復プログラム「つながりキャンプ」や講演
会など、
ＮＰＯ法人や医療関係者、携帯電話事業者等と連携して、多様な取組を進め
ています。



こちらは、ネット依存度判定システムでのセルフチェックの集計結果ですの
で御参照ください。



次に15ページを御覧ください。

社会の変化や、児童生徒、保護者、地域社会の多様なニーズに応える学校づ
くりを進めるため、
「高校の魅力化・特色化と、教職員の資質向上」に取り組んでいます。



取組の一つめは、「県立高校の魅力化・特色化」です。

「オンリーワン・ハイスクール」事業については、
国の普通科改革を踏まえ、地域に開かれた学校づくりを研究する「フュー
チャーハイスクール」等、
県立高校の魅力化・特色化を推進するための研究テーマを４つに分類し、
学校を指定して探究活動を実施することで、生徒の主体的な学習意欲の向上
を図るとともに、
多様なニーズに応える教育を実現します。



また、「プロフェッショナルへの道」事業については、
工業科や商業科などの専門学科や総合学科を設置する高校に、
企業や大学から高度な技術を持った専門人材や研究者を招いたり、
高校生が大学等に出向いて専門的な研究を行うことで、未来のスペシャリス
トを育成しています。



次に16ページを御覧ください。

取組の二つめは、「教職員研修」です。
７ページの役割分担にも記載したとおり、県教育委員会では、県立学校や公
立小中学校の教員等に対して研修を行っています。

教員が教職人生を通して学び続けることができるよう、「静岡県教員研修計
画」を策定し、
教員のキャリアステージに応じた研修を実施し、教職員の資質向上を図って
います。



下の図は、キャリアステージに応じた研修体系を図示したものですので御参
照ください。

主な取組については以上です。



次に17ページを御覧ください。

最後に主要事業についてです。
これらの事業により施策を進めています。

施策についての説明は以上になります。


